
区分 経費区分

実
行
予
算

補
助
金

そ
の
他

 国庫 起債
その他
特定
財源

 一般
拡
充

継
続

整
理
統
合

縮
減

休
止

廃
止

終
期
の
見
直
し

完
了

そ
の
他

見直し額

ふるさと県民プロジェクト事業 継続 政策的経費 幸福日本一福井へ　移住・定住戦略 ふくい創生・人口減少対策戦略 ○ H28 4 832 0 0 0 832 ○ △ 2,309

都市人材による地域貢献促進事業 継続 政策的経費 幸福日本一福井へ　移住・定住戦略 ふくい創生・人口減少対策戦略 ○ ○ H30 2 10,939 5,469 0 0 5,470 ○ 0

学生Ｕ・Ｉターン奨学金返還支援事業 継続 政策的経費 幸福日本一福井へ　移住・定住戦略 ふくい創生・人口減少対策戦略 ○ ○ Ｈ28 4 44,712 0 0 13,000 31,712 ○ 0

幸福ふくい情報交流促進事業 継続 政策的経費 幸福日本一福井へ　移住・定住戦略 ふくい創生・人口減少対策戦略 ○ H29 3 9,720 0 0 0 9,720 ○ △ 1,031

ふるさと貢献促進事業 継続 政策的経費 幸福実感、誇りを生み出す「ふるさと政策」 ふくい創生・人口減少対策戦略 ○ H20 12 15,917 0 0 5,215 10,702 ○ △ 3,913

ふるさと納税寄付金積立・交付金 継続 政策的経費 幸福実感、誇りを生み出す「ふるさと政策」 ふくい創生・人口減少対策戦略 ○ H20 12 25,812 0 0 61,787 △ 35,975 ○ 0

ふるさと納税による新事業創出支援事業 継続 政策的経費 幸福実感、誇りを生み出す「ふるさと政策」 ふくい創生・人口減少対策戦略 ○ H30 2 10,630 0 0 10,000 630 ○ 0

幸福ふくいロングステイ推進事業 継続 政策的経費 幸福日本一福井へ　移住・定住戦略 ふくい創生・人口減少対策戦略 ○ ○ H29 3 0 0 0 0 0 ○ △ 3,998

プラス１女性雇用企業支援事業 継続 政策的経費 幸福日本一福井へ　移住・定住戦略 ふくい創生・人口減少対策戦略 ○ ○ Ｈ28 4 0 0 0 0 0 ○ △ 4,993

よろず来住者支援事業 継続 政策的経費 幸福日本一福井へ　移住・定住戦略 ふくい創生・人口減少対策戦略 ○ Ｈ28 4 0 0 0 0 0 ○ △ 2,400

ふくい創生・人口減少対策推進会議運営事業 継続 政策的経費 幸福日本一福井へ　移住・定住戦略 ふくい創生・人口減少対策戦略 ○ Ｈ27 5 0 0 0 0 0 ○ △ 784

福井城址しあわせプロジェクションマッピング事業 継続 政策的経費 幸福日本一福井へ　移住・定住戦略 ふくい創生・人口減少対策戦略 ○ H30 2 0 0 0 0 0 ○ △ 39,952

9 7 0 118,562 5,469 90,002 23,091 0 4 0 3 0 4 0 1 0 △ 59,380

 評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応

事            業           名
福井ふるさと元気宣言

における位置付け
関連する県の計画等

事業区分

事業
開始
年度

経過
年数

平成
３1年度
予算額

 財源内訳

平成３0年度事業評価結果(課・室)総括表
会計区分 一般会計

課・室名 地域交流推進課 （単位：千円）



課長名

■ ■ H28 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 4 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

ふるさと県民プロジェクト事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 一部内 部局名 総合政策部 課名 地域交流推進課 藤丸伸和

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 Ｈ31

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 - 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕
政　　策  〔 幸福日本一福井へ　移住・定住戦略

［事業目的］

県外に在住の本県出身者やふるさと納税者、赴任経験者など、福井ゆかりの人を「ふるさと県民」として位置づけ、登録拡大を進めるとともに、福井の情報を継続的
に発信して「ふるさと貢献活動」を促しながら福井とのつながりを維持・強化させることにより、将来的な移住・定住につなげていく。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 人口減少に歯止めをかける徹底戦略
関連する県の計画等 〔 ふくい創生・人口減少対策戦略

（１）「ふるさと県民」の拡大（７００千円）
　　　　福井に関する継続的な情報提供やサービスの拡充により、ふるさと県民を増やす。
　　　　（年間目標　県外在住者１万人以上の増加）

（２）「ふるさと貢献活動」への支援（１３２千円）
　　　　　平成３０年度から運用を開始したブランド大使の活動等を発信するホームページの運営

［受益者］ ［想定される受益者数］

前事業の有無・実績 市町との連携状況
市町住民窓口や県外大学等との交流事業を通じて、ふるさと県民
拡大を進めている。

事業名

国体・障スポでの来県者など、県外在住者に対するふるさと県民証
の配布　1.6万人（Ｈ31.2現在）

ふるさと県民の拡大を継続するとともに、ブランド大使の
活動紹介サイトを活用し、県外在住の新たな大使の登録拡
大を推進

□ 拡充 ■ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点 事業評価

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 □ 完了

△ 2,309
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課長名

■ ■ H28 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 4 年

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

1,030 2,140 3,141

11,792 2,140 3,141

10,362 1,323

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

(700) (1,500)

700 1,851

(5,000) (10,000) (10,000)

5,000 11,000 16,000

■ 無

□ 有

ふるさと県民プロジェクト事業

部局名 総合政策部 課名 地域交流推進課 藤丸伸和

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 一部内

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 Ｈ31

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

832 832

- 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度 実績等を踏まえた３１年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 832

事務費を削減２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標 メルマガ登録者数
(目標) (2,500)

２月時点

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

平成２８年１０月にふるさと県民大会を開催したため、10,762千円を措置

区　　　　　　分 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標
ふるさと県民（県外在
住）

(目標) (10,000)
２月時点

実績
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課長名

■ ■ H30 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 2 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

都市人材による地域貢献促進事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 総合政策部 課名 地域交流推進課 藤丸伸和

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助、直営 補 助 金 32

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 1/2 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕
政　　策  〔 幸福日本一福井へ　移住・定住戦略

［事業目的］

　人口減少社会に向けた新たな対策として、都市圏に偏在する人材を地方に分散・還流させ、新産業の創出や中小企業の支援、地域づくり、教育・文化振興など、地
域活性化の担い手として活用していく必要がある。そのため、県・市町が一体となって、福井にゆかりのない都市在住の企業人材が継続的に来県するきっかけをつく
り、福井と都市圏を行き来しながら二地域での就労（マルチジョブ）や貢献活動を行う、新たな「ふるさと県民」を拡大する。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 人口減少に歯止めをかける徹底戦略
関連する県の計画等 〔 ふくい創生・人口減少対策戦略

（１）市町実施事業（補助金）：７，５００千円
　　　①対象事業　　都市在住の企業人材の受入環境の整備や交通費の支援、地域貢献都市人材との連携プロジェクトの実施
　　　②補助率等　　県１／２、市町１／２（上限１，２５０千円）
　　　③事業期間　　平成３０年度～平成３２年度
　　　④補助件数　　６市町　※３年間で全市町が実施（Ｈ３０：４市町、Ｈ３１：６市町、Ｈ３２：７市町を想定）

（２）県実施事業（実行予算）：３，４３９千円
　　　地域プロジェクトの情報発信や都市人材の募集、市町と企業人材のマッチング支援など、全県的な取り組みを県が一元的に実行

［受益者］ 県民 ［想定される受益者数］ 県民78万人

前事業の有無・実績 市町との連携状況 市町が県の支援を受け、地域プロジェクトを実施

事業名

４市町の地域プロジェクトに都市人材１３名が参加

都市部の企業グループとの共動による募集・マッチングを
継続し、全市町への横展開を進めるとともに、若者・定住
支援課と連携して若手人材の募集、地域づくり活動への参
加促進を強化

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点 事業評価

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了
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課長名

■ ■ H30 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 2 年

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

9,456

10,000

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

(25)

13

(5)

4

■ 無

□ 有

都市人材による地域貢献促進事業

部局名 総合政策部 課名 地域交流推進課 藤丸伸和

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助、直営 補 助 金 32

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

10,939 5,469 5,470 地方創生交付金

1/2 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度 実績等を踏まえた３１年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 10,939

支援市町数の増加（３年間で計画的に全市町に展開）２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標 地域貢献都市人材数
(目標) (30)

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況
総務省「関係人口創出事業モデル事業」の採択　８自治体
（福井県を除く）

関連事業の有無・
役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 実施市町数
(目標) (6)

実績

- 4 -



課長名

■ ■ Ｈ28 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 4 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了Ｈ30認定者：40名
応募対象学年を１年前倒しして、早期からU・Iターンへの
動機づけを強化する。

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点 事業評価

　（１）支援内容　県外の大学等を卒業し、新たに県内に就職した学生の奨学金の返還に対し、一定額を助成する。
　（２）対象者　県外の大学等を卒業し、理学、工学、農林水産学および医学、歯学、薬学、看護学などの保健関係等の専門分野を履修して、県内企業等に専門職や技術職等として就職する者
                （３０歳未満に限る。公務員およびそれに準ずる者を除く）
　（３）対象奨学金　(独)日本学生支援機構奨学金および福井県大学奨学金
　（４）対象人数、助成額
　　　　①対象人数　　４０人／年　②助成額　　通常の返還額の５年分（上限２０万円／年、最大１００万円／人）
　（５）改正点
　　　　平成３０年度までは、大学４年生等を対象に募集、認定
　　　　平成３１年度からは、就活開始前に募集することにより早期からU・Iターンへの動機づけを強化するため、応募対象者の学年を１年前倒し、大学３年生等まで拡大

［受益者］ 県外に進学した学生 ［想定される受益者数］ 約３千人

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

〕
政　　策  〔 幸福日本一福井へ　移住・定住戦略

［事業目的］

　(独)日本学生支援機構の奨学金を借りている県外大学等の卒業者が県内に就職した場合、その返還を支援することにより県内就職・定着の促進を図る。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 人口減少に歯止めをかける徹底戦略
関連する県の計画等 〔 ふくい創生・人口減少対策戦略

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営、補助 補 助 金 Ｈ31

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 定額 法 定 受 託 事 務 そ の 他

学生Ｕ・Ｉターン奨学金返還支援事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 総合政策部 課名 地域交流推進課 藤丸伸和
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課長名

■ ■ Ｈ28 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 4 年

入、寄

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

31,000 43,715 44,713

31,000 28,718 41,853

25,956 25,113

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

(30) (40)

25 23

(30) (40) (40)

25 23 40

■ 無

□ 有

他県の状況 平成30年度時点で32自治体で実施（1か所は制度導入予定）
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 返還支援認定者数
(目標) (40)

実績

成果指標 Ｕ・Ｉターン者数の増加
(目標) (40)

認定者の内、福井県内で就労している者の人数

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

平成29年度に支援者数を30名から40名に拡大

区　　　　　　分 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度 実績等を踏まえた３１年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 44,712

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

Ｈ31

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

44,712 13,000 31,712 基金繰入金、企業版ふるさと納税

定額 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

部局名 総合政策部 課名 地域交流推進課 藤丸伸和

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営、補助 補 助 金

学生Ｕ・Ｉターン奨学金返還支援事業
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課長名

■ ■ H29 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 3 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 □ 完了

△ 1,031

毎月首都圏と県内で放送

□ 拡充 ■ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点 事業評価

　　　首都圏のラジオ放送局とタイアップし、視聴者が幸せを感じるラジオ番組を編成して、毎月、首都圏等で配信する。福井ゆかりの著名人の出演や、首都圏と福
井の
　　　双方向による情報交流、福井に足を運ぶプレゼント企画などを設ける。
　　　　放送局　　ラジオ日本（ＡＭ局、１４２２ｋＨｚ、放送エリア１都９県：エリア人口４，３００万人）
　　　　放送日　　毎月最終月曜日　１９時～１９時３０分（県内放送　同日２１時３０分～２２時、ＦＢＣラジオ）
　　　　司　会　　パトリック・ハーラン

［受益者］ 県民 ［想定される受益者数］ ７８万人

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

〕
政　　策  〔 幸福日本一福井へ　移住・定住戦略

［事業目的］

　３回連続幸福度日本一となった本県の幸福度の高さを県内外に広めるため、ラジオやWEBなど、様々な媒体を通じて発信することにより、幸福度日本一ふくいの認
知度向上と人や情報の交流促進を図る。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 人口減少に歯止めをかける徹底戦略
関連する県の計画等 〔 ふくい創生・人口減少対策戦略

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託 補 助 金 31

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 - 法 定 受 託 事 務 そ の 他

幸福ふくい情報交流促進事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 総合政策部 課名 地域交流推進課 藤丸伸和
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課長名

■ ■ H29 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 3 年

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

23,298 10,751

20,994 10,751

20,753

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

(6) (6)

3 3

(12) (12)

12 12

■ 無

□ 有

他県の状況
平成29年10月から長野県が文化放送で地域の魅力を発信するラジオ番組
を毎週放送（今年度も放送中）

関連事業の有無・
役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 放送回数
(目標) (12)

首都圏におけるラジオ放送回数

実績

成果指標
出演者による自主的なＰ
Ｒ

(目標) (6)
出演者が自主的にＳＮＳ等で発信する回数

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

しあわせ歳時記制作・発信は平成29年のみ

区　　　　　　分 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度 実績等を踏まえた３１年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 9,720

事務費を削減２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

31

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

9,720 9,720

- 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

部局名 総合政策部 課名 地域交流推進課 藤丸伸和

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託 補 助 金

幸福ふくい情報交流促進事業
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課長名

■ ■ H20 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 12 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 □ 完了

△ 3,913

Ｈ30年度：寄付金額73,655千円、ＰＲ人数9,155人
ふるさと納税制度を活用して県アンテナショップやいちほ
まれを宣伝をするとともに寄付拡大を図る。

□ 拡充 ■ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点 事業評価

＜寄付の働きかけの強化・拡大＞
　①全国の潜在的な寄付者の掘り起し
　　・恐竜博物館に特化した観光ツアーを実施
　　・県アンテナショップと連携して寄付および来店者の拡大
　②使途の充実
　　・使途を明示して寄付を募るプロジェクト型ふるさと母校応援を創設
　
＜寄付者のネットワークづくり＞
  　・恐竜博物館観覧券や福井県ふるさとパスポートを発行することにより福井県への来県を促進
　　・定期的に寄付者へおたよりを送付して福井県の情報を発信
　　・寄付のお礼として、いちほまれ栽培体験を提供

［受益者］ 県民 ［想定される受益者数］ 県民78万人

前事業の有無・実績 市町との連携状況 県人会等の際、市町と連携して寄付の働きかけを実施している。

事業名

〕
政　　策  〔 幸福実感、誇りを生み出す「ふるさと政策」

［事業目的］

新規寄付者の掘り起こしを積極的に行うとともに、ふるさと福井と寄付者の結びつきを深める取組みを強化することで、継続する寄付者の増加を図る。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な県政
関連する県の計画等 〔 ふくい創生・人口減少対策戦略

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 31

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 - 法 定 受 託 事 務 そ の 他

ふるさと貢献促進事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 一部内 部局名 総合政策部 課名 地域交流推進課 藤丸伸和
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課長名

■ ■ H20 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 12 年

入、諸

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

8,085 5,865 9,268 19,830

5,335 112,580 6,902 17,955

5,267 107,664 6,324

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

(12,000) (56,000) (58,000) (60,000)

89,384 84,312 73,655 67,369

(10,000) (10,000) (10,000) (10,000)

8,856 9,463 9,155 9,834

■ 無

□ 有

他県の状況
平成２９年度ふるさと納税寄付額都道府県順位　　福井県　　　9位
（ふるさと納税情報センター）

関連事業の有無・
役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 ＰＲ人数
(目標)

実績

成果指標 寄付金額（万円）
(目標) ふくい創生・人口減少対策戦略のKPI

29年度～　物納分は実績に含めず
実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

母校応援寄付金各高校配当分の増加
H30～　使途に恐竜博物館魅力向上プロジェクトを追加

区　　　　　　分 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度 実績等を踏まえた３１年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 15,917

恐竜博物館魅力向上プロジェクトにかかる手数料の見直し
アンテナショップとの連携・いちほまれの発信強化にかかる予算を計上

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

31

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

15,917 5,215 10,702 基金繰入金

- 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

部局名 総合政策部 課名 地域交流推進課 藤丸伸和

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 一部内

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金

ふるさと貢献促進事業
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課長名

■ □ H20 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 12 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

ふるさと納税寄付金積立・交付金

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了例年、2月補正で計上していた歳出予算を当初で計上

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点 事業評価

（１）ふるさと納税の歳入
　　　寄付者からいただいたふるさと納税寄付金の受け入れのために歳入予算を計上

（２）福井県への寄付金
　　　ふるさと母校応援寄付として受け入れた寄付金の１／２を各高校へ翌年度令達を行うために地域振興基金へ積立、残りの１／２を奨学育英基金へ繰出

（３）県内市町への寄付金
　　　県の共同受入窓口において収納した県内市町への寄付金を該当市町に交付

［受益者］ 県民 ［想定される受益者数］ 県民78万人

前事業の有無・実績 市町との連携状況 市町と連携して寄付の働きかけを実施

事業名

〕
政　　策  〔 幸福実感、誇りを生み出す「ふるさと政策」

［事業目的］

新規寄付者の掘り起こしや継続的な寄付をいただくことによりふるさと納税の受け入れ額の増加を図る。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な県政
関連する県の計画等 〔 ふくい創生・人口減少対策戦略

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 31

藤丸伸和

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 定額 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 総合政策部 課名 地域交流推進課
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課長名

■ □ H20 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 12 年

（寄）

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

0 0 0 0

37,179 36,819 38,520 30,923

37,179 36,819 38,520

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

(12,000) (56,000) (58,000) (60,000)

89,384 84,312 73,655 67,369

■ 無

□ 有

他県の状況
平成２９年度ふるさと納税寄付額都道府県順位　　福井県　　　9位
（ふるさと納税情報センター）

関連事業の有無・
役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標

成果指標 寄付金額（万円）
(目標) ふくい創生・人口減少対策戦略のKPI

29年度～　物納分は実績に含めず
実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

例年、2月補正で計上していた歳出予算を当初で計上

区　　　　　　分 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度 実績等を踏まえた３１年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 25,812

例年、2月補正で計上していた歳出予算を当初で計上２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

31

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

25,812 61,787 △ 35,975 ふるさと納税寄付金

定額 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

部局名 総合政策部 課名 地域交流推進課 藤丸伸和

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金

ふるさと納税寄付金積立・交付金
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課長名

■ □ H30 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 2 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了

認定件数　　　8件
募集件数　　　6件
達成件数　　　6件
達成金額　6,107千円

1件あたりの寄付目標額を1,000千円に設定
広報にも注力してさらなる寄付の拡大を図る

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点 事業評価

○①寄付募集・支援奨励金交付：県　　②寄付対象掘り起こし：福井銀行　　③広報・ＰＲ：福井新聞社　　④寄付受付窓口：ポータルサイト事業者
　（１）福井新聞社が支援事業を紙面でＰＲ
　（２）福井銀行が寄付を受けたい事業者を掘り起こし、県に推薦
　（３）県が審査し、支援する案件を認定、寄付募集サイトへ掲載
　（４）目標額を達成した案件分のみ、サイト事業者から県へ寄付金納付
　（５）県が寄付金に一部県費を上乗せ（起業枠）して事業者に支援奨励金交付
　（６）福井新聞社が事業実施事例を紙面でＰＲ
　（７）進捗報告会を開催（寄付者にも案内）

［受益者］ 県内で事業を行おうとする事業者等 ［想定される受益者数］ １０人

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

〕
政　　策  〔 幸福実感、誇りを生み出す「ふるさと政策」

［事業目的］

　地元金融機関および地元メディアと連携し、クラウドファンディング方式で全国からふるさと納税を集め、県内事業者の創業、新商品開発、販路開拓などの新たな
事業プロジェクトを支援することにより、地域産業の活性化を図る。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な県政
関連する県の計画等 〔 ふくい創生・人口減少対策戦略

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 H32

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 定額 法 定 受 託 事 務 そ の 他

ふるさと納税による新事業創出支援事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 一部内 部局名 総合政策部 課名 地域交流推進課 藤丸伸和
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課長名

■ □ H30 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 2 年

（寄）

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

6,000

6,108

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

(10)

8

■ 無

□ 有

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標
(目標)

実績

成果指標 支援対象件数
(目標) (10)

支援対象案件１０件

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度 実績等を踏まえた３１年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 10,630

1件あたりの寄付目標額を1,000千円に設定２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

H32

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

10,630 10,000 630 ふるさと納税寄付金

定額 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

部局名 総合政策部 課名 地域交流推進課 藤丸伸和

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 一部内

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金

ふるさと納税による新事業創出支援事業
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課長名

■ ■ H29 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 3 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

幸福ふくいロングステイ推進事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 総合政策部 課名 地域交流推進課 藤丸　伸和

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託、補助金 補 助 金 H30

事業主体 県、市町等
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 1/2 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕
政　　策  〔 幸福日本一福井へ　移住・定住戦略

［事業目的］

　生活拠点以外の地域において中長期間滞在するライフスタイルが増加傾向にある中、北陸新幹線の敦賀開業等を見据え、本県において中長期間滞在し活動・交流で
きる環境を地域ぐるみで整備することにより、交流人口の拡大や将来的な移住や二地域居住等につなげる。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 人口減少に歯止めをかける徹底戦略
関連する県の計画等 〔 ふくい創生・人口減少対策戦略

（１）市町等による受入環境の整備
　　　市町等の移住交流施設等を活用し、体験活動や地元住民との交流等を行いながら中長期間滞在できる環境の整備や、施設の利用拡大に向けた取組みを
　　支援することにより、交流人口の拡大を図り、将来の移住や二地域居住につなげる。
　　　　支援数　 　２市町
　　　　補助経費　 滞在者支援員の養成に係る経費、体験指導者への謝金　など
　　　　補助率　　 １／２（上限1,200千円）　残り１／２は市町等の負担

（２）滞在プログラム作成および広報
      専門家と滞在プログラムを作るとともに、29年度支援地域の情報も含め、ホームページや財団季刊誌等によりＰＲする。

［受益者］ 支援地域関係者 ［想定される受益者数］ 1,000人

前事業の有無・実績 市町との連携状況
市町が整備・所有する移住体験施設等を活用し、ロングステイ環
境の整備（補助金）やロングステイツアー等を実施。

事業名

・１市町に支援
　　おおい町

・支援施設び滞在者数
　　２１２人

類似事業に重点化するため事業を廃止

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点 事業評価

□ 整理統合 ■ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 □ 完了

△ 3,998
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課長名

■ ■ H29 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 3 年

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

12,191 3,998

8,754 1,668

8,441

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

(100) (50)

147 212

(4) (2)

4 1

■ 無

□ 有

幸福ふくいロングステイ推進事業

部局名 総合政策部 課名 地域交流推進課 藤丸　伸和

事業主体 県、市町等
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託、補助金 補 助 金 H30

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

1/2 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度 実績等を踏まえた３１年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移

事業の廃止２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標 支援施設の滞在者数
(目標)

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 支援地域数
(目標)

実績
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課長名

■ ■ Ｈ28 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 4 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

プラス１女性雇用企業支援事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 総合政策部 課名 地域交流推進課 藤丸　伸和

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営、補助 補 助 金 Ｈ30

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 1/2 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕
政　　策  〔 幸福日本一福井へ　移住・定住戦略

［事業目的］

　県外に進学、就業した若者のＵターン就職を促進するため、県内企業における「プラス1雇用」運動を展開する。特に女性の雇用を増やした企業を支援し、「就活
女子応援員」などの事業と併せ女性のＵターンを拡大していく。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 人口減少に歯止めをかける徹底戦略
関連する県の計画等 〔 ふくい創生・人口減少対策戦略

①「プラス1雇用」運動の推進
「プラス1雇用」宣言企業を募集し、Ｕターン就職者に対する求人を拡大

②プラス１雇用の実績を上げた企業への支援
　支援の条件：Ｕターンセンターを経由し、県外から女性（40歳未満）を中途採用すること
　　　　　　　原則として、国際業務や企画など高度な事務職の雇用であること
　支援の内容：企業に対し、中途採用者の試用期間に係る給与等を助成　補助率１／２（３か月間上限）

［受益者］ 県外に進学した学生 ［想定される受益者数］ 約３千人

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

プラス１雇用宣言企業　189社（平成３０年度　２月末時点）
プラス１女性雇用企業への支援　1件（平成３０年度　２月末時点）

実績があがらないため事業を廃止

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点 事業評価

□ 整理統合 ■ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 □ 完了

△ 4,993
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課長名

■ ■ Ｈ28 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 4 年

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

9,953 9,942 4,993

3,383 5,105 2,300

837 2,039

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

(30) (30) (30)

3 6 1

(50) (100) (150)

56 133 189

■ 無

□ 有

プラス１女性雇用企業支援事業

部局名 総合政策部 課名 地域交流推進課 藤丸　伸和

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営、補助 補 助 金 Ｈ30

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

1/2 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度 実績等を踏まえた３１年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移

事業の廃止２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標 Ｕ・Ｉターン者数の増加
(目標)

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況 京都府、滋賀県などで同様の支援制度あり
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 プラス１宣言企業数
(目標)

実績
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課長名

■ □ Ｈ28 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 4 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

よろず来住者支援事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 総合政策部 課名 地域交流推進課 藤丸　伸和

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 Ｈ30

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 1/2 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕
政　　策  〔 幸福日本一福井へ　移住・定住戦略

［事業目的］

本県に不足する専門的技術者のＵ・Ｉターンを促進するため、各課で実施する専門人材等の確保対策に加え、市町が実施する人材誘致の取組に対しても助成する。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 人口減少に歯止めをかける徹底戦略
関連する県の計画等 〔 ふくい創生・人口減少対策戦略

　市町が特に求める人材を誘致するための事業に要した経費について補助する。

　対 象 者　市町がそれぞれの実態に応じて特に必要とする職種　※助成期間は最長１年間
　対象経費　住居費　上限2万円/月　生活・修業費 上限24万円（8万円×3か月）
　補 助 率　１/２

［受益者］ 本県への移住希望者 ［想定される受益者数］ 10人

前事業の有無・実績 市町との連携状況
・市町へ事業の積極的な活用を呼び掛けるとともに、市町移住相
談窓口における周知を依頼

事業名

Ｈ２９実績
・応募件数　５件（福井市１件、勝山市４件）
・補助額　　１６７，５００円

実績があがらないため事業を廃止

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点 事業評価

□ 整理統合 ■ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 □ 完了

△ 2,400
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課長名

■ □ Ｈ28 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 4 年

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

10,774 13,360 2,400

5,514 2,208 115

652 1,616

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

(45) (42) (10)

6 8 3

(45) (42) (10)

6 8 3

■ 無

□ 有

よろず来住者支援事業

部局名 総合政策部 課名 地域交流推進課 藤丸　伸和

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 Ｈ30

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

1/2 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度 実績等を踏まえた３１年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移

事業の廃止２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標 Ｕ・Ｉターン者数の増加
(目標)

（２月末時点）

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 補助件数
(目標)

（２月末時点）

実績
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課長名

■ ■ Ｈ27 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 5 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

ふくい創生・人口減少対策推進会議運営事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 総合政策部 課名 地域交流推進課 藤丸　伸和

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 Ｈ30

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 - 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕
政　　策  〔 幸福日本一福井へ　移住・定住戦略

［事業目的］

　平成２７年１０月に策定した「ふくい創生・人口減少対策戦略」に基づいて実施する事業の効果を検証するとともに、ＫＰＩの達成に向けて外部有識者の意見を取
り入れながら事業の追加・見直しを行うため、「ふくい創生・人口減少対策推進会議」を開催する。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 人口減少に歯止めをかける徹底戦略
関連する県の計画等 〔 ふくい創生・人口減少対策戦略

「ふくい創生・人口減少対策推進会議」の開催

［受益者］ 県民 ［想定される受益者数］ 県民78万人

前事業の有無・実績 市町との連携状況 市町と連携しながら、戦略に盛り込んだ施策を推進

事業名

６月補正で対応するため事業を廃止

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点 事業評価

□ 整理統合 ■ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 □ 完了

△ 784
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課長名

■ ■ Ｈ27 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 5 年

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

22,786 19,925 20,548 784

22,786 19,925 20,548 546

19,724 19,367 20,216

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

(3) (3) (3)

3 3 3

(1) (1) (1)

1 0 0

■ 無

□ 有

ふくい創生・人口減少対策推進会議運営事業

部局名 総合政策部 課名 地域交流推進課 藤丸　伸和

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 Ｈ30

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

- 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度 実績等を踏まえた３１年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移

事業の廃止２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標
委員の提案から具体的な
施策となった数

(目標)

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況 推進会議は全都道府県が設置
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 会議開催数
(目標)

実績
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課長名

■ ■ H30 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 2 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

福井城址しあわせプロジェクションマッピング事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 総合政策部 課名 地域交流推進課 藤丸　伸和

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託 補 助 金 H30

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 - 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕
政　　策  〔 幸福日本一福井へ　移住・定住戦略

［事業目的］

　福井の魅力をわかりやすく伝える映像を制作し、国体開催の機を捉えてプロジェクションマッピングを使い上映することにより、県民や国体・障スポで本県を訪れ
る県外の方々に、福井の良さや感動、楽しさを提供するとともに、市街地に賑わいと夜の彩りを創出する。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 人口減少に歯止めをかける徹底戦略
関連する県の計画等 〔 ふくい創生・人口減少対策戦略

　　県民の活躍や福井の魅力など、幸福度の基盤を支える人材や要素などを散りばめたショートストーリー映像を制作。国体・障スポ参加者への応援と感謝の
　メッセージと合わせ、プロジェクションマッピングを活用して県庁舎に投影するとともに、国体・障スポ参加者等への食や音楽によるおもてなしイベント等
　を開催する。
　　　（１）時　期　　　お盆期間中　　　　　　　：　３日間　H30.8.12（日）～8.14（火）
　　　　　　　　　　　　国体・障スポ期間中　　　：１４日間　H30.9.30（日）～10.15（月）
　　　（２）場　所　　　県庁舎
　　　（３）内　容　　　福井の幸せを表す５分間のストーリー仕立ての映像を制作・投影
　　　　　　　　　　　　そのほか、来場者がその場で書いた国体・障スポ参加者への応援メッセージ等を投影
　　　（４）関連催事　　オープニングイベントや飲食店等と連携したイベント、定期的なミニコンサート等を実施

［受益者］ 県民、国体等での来県者 ［想定される受益者数］ 6,000人

前事業の有無・実績 市町との連携状況 無

事業名

事業の完了
（国体期間限定のため）

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点 事業評価

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 ■ 完了

△ 39,952
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課長名

■ ■ H30 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 2 年

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

39,952

39,952

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

(6,000)

44,100

(120)

120

■ 無

□ 有

福井城址しあわせプロジェクションマッピング事業

部局名 総合政策部 課名 地域交流推進課 藤丸　伸和

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 委託 補 助 金 H30

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

- 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度 実績等を踏まえた３１年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移

事業の完了２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標 観覧者数
(目標)

1日あたり300人×20日

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況 －
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 上映数
(目標)

1日あたり6回×20日（幕末明治150年博映像含む）

実績
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